
2021年4月1日

提出者

・一般社団法人全国介護事業者連盟 ・一般社団法人全国児童発達支援協議会

・公益財団法人日本知的障害者福祉協会 ・全国社会就労センター協議会

・全国社会福祉法人経営者協議会 ・全国身体障害者施設協議会

・特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会

団体提出資料

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム

第56回（R8.6.15） 団体提出資料



障害福祉現場における
賃上げ・物価高騰等の状況調査

調査結果と提言・要望

令和8年5月19日

公益財団法人 日本知的障害者福祉協会

社会福祉法人 全国社会福祉協議会

全国社会就労センター協議会

全国身体障害者施設協議会

全国社会福祉法人経営者協議会

全国身体障害者福祉施設協議会

特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会

一般社団法人 全国介護事業者連盟

一般社団法人 全国児童発達支援協議会



調査結果を受けて（8団体コメント）

この度、障害福祉事業所等を会員とした8団体合同で、「障害福祉現場における賃上げ・物価高騰等の

状況調査」（以下、本調査）を実施した。

我々8団体では、昨秋も賃上げ状況等について合同調査を行っており、結果に基づく現場の窮状を国や

社会に対して訴え、懸命な要望活動を展開してきた。

国には状況のご理解をいただき、処遇改善については、令和7年度補正予算事業や令和8年度期中報酬

改定によって、対象職員・事業の拡大を含んだ拡充が図られた。

このことは大変ありがたく受け止めており、支援策の活用により各現場での賃上げが着実に進んでいる

ことが、今回の調査からも明らかになっている。

しかしながら、全産業との間には依然大きな賃金格差がある。また、一方では、物価高騰の事業経営へ

の影響も、食費を中心に顕著となっていることが、本調査の結果にも表れた。

これらは福祉事業全般の共通課題であるが、介護分野では、障害福祉分野を上回る処遇改善とともに物

価高騰対策が講じられる一方で、障害分野では「臨時応急的な見直し」の名のもとで一部事業の基本報酬

の引き下げも行われた。

背景には、総費用額の急伸、その要因として自治体指定による事業所数の急増や、報酬目当ての不適切

な事業運営事案などがあると考えられるが、障害のある方や地域社会のニーズに日々寄り添い尽力してい

る障害福祉事業所の経営環境は、一段と厳しさを増している。

（次頁へ）
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調査結果を受けて（8団体コメント）

障害のある方に質の高い支援を継続するためには、現場で働く職員の確保・定着に向けた抜本的な処遇

改善と、そのための物価高騰対策をはじめとした事業経営の安定化が不可欠であり、今年度検討が進めら

れる令和9年度報酬改定を念頭に、国における予算の確保を確実にいただく必要がある。

本調査は、こうした背景を踏まえ、障害福祉現場における直近の賃上げ・物価高騰等の実態をあらため

て明らかにし、国や社会への働きかけを行うため、8団体合同で実施したもので、結果は以下をご参照い

ただきたい。

調査結果を踏まえて、国には下記3点を緊急に提言・要望する。

1. 全産業と遜色ない処遇水準に向けた報酬等の大幅な引き上げと処遇改善施策の制度間一元化等

2. 食費等の物価高騰に対応するための財政支援の拡充

3. 報酬への賃金スライド制・物価スライド制の導入

障害福祉事業者がこれからも障害児者の暮らしを守り、希望する生活を支え続けるために、国には格段

の配慮をいただくよう、強い危機感をもって表明する。

令和8年5月19日

日本知的障害者福祉協会・全国社会就労センター協議会・全国身体障害者施設協議会・

全国社会福祉法人経営者協議会・全国身体障害者福祉施設協議会・

日本相談支援専門員協会・全国介護事業者連盟・全国児童発達支援協議会
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調査結果から見えた障害福祉現場の実態

障害福祉事業所は、拡充された処遇改善加算や

補正予算事業を活用して、賃上げに着実に取り組んでいる。

ベースアップも一定程度進んだが、全産業との賃金差は

ほとんど変わっておらず、依然大きな賃金格差がある。
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物価高騰の影響は、とくに食費において顕著で、

光熱水費も高止まりしている。

交付金による自治体の支援は一定進んでいるものの、

障害福祉事業所の負担増がうかがわれる。

赤字事業所は2割を超えており、経営努力による

賃上げ・物価高騰対策もきわめて苦しい状況にある。

賃上げ

物価高騰

事業経営



調査結果を踏まえた提言・要望

１．全産業と遜色ない処遇水準に向けた報酬等の大幅な引き上げと処遇改善施策の制度間一元化等

➡ 人材確保・定着に向けて、まずは全産業との賃金格差を解消すべく、令和9年度報酬改定における基本報酬・

処遇改善加算等の大幅な引き上げが必要。

➡ 処遇改善の対象職種が広がり、経営の裁量は拡大された。

一方で、人事院勧告ベースの保育分野や、改善幅に差が生じた介護分野など、制度間の格差は残る。

多角経営する社会福祉法人等では、職員への公平感をもった処遇に苦慮し、法人持ち出しでの対応も行っており、

仕組み・運用の制度間一元化が必要。

２．食費等の物価高騰に対応するための財政支援の拡充

➡ 食費の高騰や、光熱水費の高止まりの状況を踏まえ、介護分野では対応された基準費用額の引き上げが

障害福祉分野においても不可欠。

➡ 令和9年度報酬改定において、食事提供体制加算額の引き上げは必須で、加算の恒久化も必要。

➡ 財政支援は、自治体への交付金のみではなく、介護分野の補正予算事業と同様に、補助金など支援が事業所に

確実に行き渡る仕組みにしていただきたい。

３．報酬への賃金スライド制・物価スライド制の導入

➡ 賃上げ基調やさらなる物価高騰も想定されるなかで、他産業の後追いでは人材流出が続いてしまう。

全産業の賃上げや人事院勧告、また物価指数に毎年連動する仕組みを導入すべき。
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人材を確保し、障害のある方に質の高い福祉サービスを継続するため、

令和9年度報酬改定等において、

処遇改善の抜本的な拡充とともに、事業所への物価高騰対策支援を



障害福祉現場における
賃上げ・物価高騰等の状況調査

調査結果
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調査概要
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実施団体 公益財団法人 日本知的障害者福祉協会
社会福祉法人 全国社会福祉協議会

全国社会就労センター協議会
全国身体障害者施設協議会
全国社会福祉法人経営者協議会

全国身体障害者福祉施設協議会

特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会

一般社団法人 全国介護事業者連盟

一般社団法人 全国児童発達支援協議会

調査期間 令和8年4月22日～5月11日

回答数 1,442事業所

社会福祉法人

83.6%

営利法人

10.1%

特定非営利活動法人

2.4%

社会福祉協議会

1.0%

都道府県・市区町村等

0.5%
その他

2.4%

経営主体

日中活動系

31.3%

施設系

19.4%
訓練系・就労系

15.8%

相談系

12.1%

居住支援系

10.4%

児童系

8.3%

訪問系

2.7%

サービス類型（複数回答）



処遇改善加算、R7補正・賃上げ支援事業の活用

令和8年度報酬改定での処遇改善加算の拡充により、
上位区分への移行が進みつつある

令和7年度補正予算による賃上げ支援事業を
8割以上の事業所が活用
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取得している

85.3%

取得していない

14.7%

R7補正・賃上げ支援事業の

取得状況

89.7%

87.7%

85.4%

76.7%

65.9%

67.9%

72.7%

施設入所支援

短期入所

生活介護

就労継続支援B型

共同生活援助

放課後等デイサービス

児童発達支援

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業別の算定状況
（回答数上位事業を抜粋・並べ替え）

加算(Ⅰ) 加算(Ⅱ) 加算(Ⅲ) 加算(Ⅳ) 算定していない

令和8年4月時点 処遇改善加算の算定状況

令和8年6月以降 処遇改善加算の算定予定

加算(Ⅰ)

78.9%

加算(Ⅰ)

加算(Ⅱ)

加算(Ⅲ)

加算(Ⅳ)

対象外・算定していない

加算(Ⅰ)イ

35.6%

加算(Ⅰ)ロ

47.2%

加算(Ⅰ)イ

加算(Ⅰ)ロ

加算(Ⅱ)イ

加算(Ⅱ)ロ

加算(Ⅲ)

加算(Ⅳ)

対象外・算定していない

加算(Ⅰ)イ･ロ
計82.8％



正社員（1人あたり）の賃上げ状況 ≫全体

賞与・一時金は減少も、ベースアップは一定進んでいる

全産業との賃金差はわずかに縮まったが、依然、大きな格差

➡現行の加算水準にとどまらない抜本的な処遇改善が必要
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12,258 

7,223 

12,318 

7,531 

賃上げ額 ベア分

賃上げ額（月額／円）

令和7年度 令和8年度

760,135 713,731 

令和7年度 令和8年度

賞与・一時金（円）

(※)前年
所定内給与

賃上げ月額
（平均）

賃上げ率

令和8年度 259,900円 12,318円 4.74%

令和7年度 251,800円 12,258円 4.87%

4.87%

5.25%

4.74%

5.05%

障害福祉分野(今回調査) 全産業(春闘)

賃上げ率

令和7年度 令和8年度

※前年所定内給与は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」に基づく
障害福祉分野の令和6・7年の金額に基づき算出

賃金格差
0.31%



正社員（1人あたり）の賃上げ状況 ≫職種別
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12,127 

7,290 

12,303 

7,647 

賃上げ額 ベア分

福祉・介護職

（単位：円）

10,744 

6,541 

11,043 

7,163 

賃上げ額 ベア分

看護職

10,319 

5,792 

10,310 

5,996 

賃上げ額 ベア分

リハビリ専門職

11,015 

6,464 

12,190 

7,162 

賃上げ額 ベア分

相談支援専門員等

10,249 

6,474 

11,448 

7,364 

賃上げ額 ベア分

事務職

11,906 

7,033 

12,208 

7,647 

賃上げ額 ベア分

サービス管理責任者

12,118 

7,222 

13,004 

8,162 

賃上げ額 ベア分

児童発達管理責任者

令和7年度 令和8年度

各職種での
ベースアップが
一定進んでいる



（参考）全産業との賃金格差

厚労省「第55回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」（令和8年4月28日）資料４から抜粋し、一部追記 12

7.8万円差

7.7万円差

差は千円縮まったが
依然、全産業とは
大きな賃金格差



物価高騰等の状況 ≫電気代・ガス代・燃料費（1事業所あたり）

電気代・ガス代・燃料費は、各種支援策の効果により前年からは微減しているものの、
依然として高止まり

➡事業所への財政支援の継続・拡充が必要
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45.2万円

52.4万円
49.9万円

令和6年1月 令和7年1月 令和8年1月

電気代

18.0万円 19.1万円 18.2万円

令和6年1月 令和7年1月 令和8年1月

ガス代

28.0万円 28.9万円 28.7万円

令和6年1月 令和7年1月 令和8年1月

燃料費



物価高騰等の状況 ≫給食関係費（1事業所あたり）

給食関係費は、材料費・人件費・業務委託費とも毎年高騰

➡引き続き、利用者に良質な給食が提供できるよう、
介護分野にもならい、事業所に確実に行き渡る形での財政支援が必須
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110.2万円
115.6万円 119.0万円

令和6年1月 令和7年1月 令和8年1月

材料費

87.7万円 88.0万円
94.6万円

令和6年1月 令和7年1月 令和8年1月

調理員人件費

185.7万円
194.9万円

204.3万円

令和6年1月 令和7年1月 令和8年1月

業務委託費



物価高騰等の状況 ≫入所施設における食費・光熱水費（1人1か月あたり）

入所施設における1人1か月あたりの食費・光熱水費の合計は58,771円

基準費用額（55,500円）を上回る3,271円分は施設が持ち出しの状況

➡介護分野にもならい、基準費用額の引き上げが必須
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0
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40000
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70000
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90000

100000

光熱水費
平均 14,909円

※外れ値を除く（1.5*IQR）

光熱水費（円）食費（円）

食費
平均 43,862円

※外れ値を除く（1.5*IQR）

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

90000
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重点支援交付金による物価高騰対策支援の活用

自治体の交付金による支援は進んでいるが、支援がなかった地域も一定残っている

➡自治体の交付金活用による支援が拡充されるよう、国からの積極的な働きかけが必要
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72.8%

81.9%

8.5%

6.9%

18.8%

11.2%

令和6年度

令和7年度

光熱水費・燃料費への支援
（令和6・7年度実績）

自治体の支援を活用した 自治体の支援を活用しなかった

自治体の支援がなかった

44.0%

50.8%

21.0%

19.8%

35.0%

29.3%

令和6年度

令和7年度

食材料費への支援
（令和6・7年度実績）

自治体の支援を活用した 自治体の支援を活用しなかった

自治体の支援がなかった

72.5% 2.4% 25.0%令和8年度

（令和8年度予定）

自治体の支援を活用予定

自治体の支援があっても活用予定はない

未定

49.5% 13.4% 37.2%令和8年度

（令和8年度予定）

自治体の支援を活用予定

自治体の支援があっても活用予定はない

未定



経営（事業収支）の状況

黒字事業所が一定増えるも、
2割超と多くの事業所が赤字になる構造は

変わっていない

➡経営環境の厳しさのなかで
福祉サービスを継続するため、

基本報酬の引き上げなど抜本的な対応が必要

令和8年5月 障害福祉現場における賃上げ・物価高騰等の状況調査

黒字

70.2%

赤字

29.8%

令和6年度

黒字

77.2%

赤字

22.8%

令和7年度

（参考）令和7年障害福祉サービス等経営概況調査結果
＜厚労省資料を抜粋・整理し一部追記＞

令和５年度決算 令和６年度決算

4割以上が
赤字

17


	スライド 1: 団体提出資料
	スライド 2: 障害福祉現場における 賃上げ・物価高騰等の状況調査  調査結果と提言・要望
	スライド 3: 調査結果を受けて（8団体コメント）
	スライド 4: 調査結果を受けて（8団体コメント）
	スライド 5: 調査結果から見えた障害福祉現場の実態
	スライド 6: 調査結果を踏まえた提言・要望
	スライド 7: 障害福祉現場における 賃上げ・物価高騰等の状況調査  調査結果
	スライド 8: 調査概要
	スライド 9: 処遇改善加算、R7補正・賃上げ支援事業の活用
	スライド 10: 正社員（1人あたり）の賃上げ状況　≫全体
	スライド 11: 正社員（1人あたり）の賃上げ状況　≫職種別
	スライド 12: （参考）全産業との賃金格差
	スライド 13: 物価高騰等の状況　≫電気代・ガス代・燃料費（1事業所あたり）
	スライド 14: 物価高騰等の状況　≫給食関係費（1事業所あたり）
	スライド 15: 物価高騰等の状況　≫入所施設における食費・光熱水費（1人1か月あたり）
	スライド 16: 重点支援交付金による物価高騰対策支援の活用
	スライド 17: 経営（事業収支）の状況

